
生 活 衛 生 グ ル － プ
（営業）

１　環境衛生営業関係指導監督事業（旅館業、興行場、クリーニング業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算額　　９，６１７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決算額　　６，４０１千円

(1)  旅館業、興行場の許可監視指導及びクリーニング業の監視指導

　　　　旅館業及び興行場の各営業施設について、新規申請施設に対し、許可を行った。併せて、旅館業、興行場及びクリーニング業施設の衛生水準の維持向上のため、保健所により監視指導を実施した。

なお、旅館業については、寝具、寝衣の管理状況、興行場については観覧場内の空気環境の維持管理状況、クリーニング業については、指定洗濯物の消毒状況、洗濯物の区分、クリーニング師、業務従事者の従事の状況を指導した。

　　　　令和５年度末施設件数（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市を除く。）

　　　　　　旅館業　　　　　　　　３９２　件
　　　　　　興行場（仮設等含む）　　３１　件

　　　　　　クリーニング所　　１，１７７　件

　　　　　　無店舗取次店　　　　　　５１　件

(2)　クリーニング師試験及び免許交付

　　　ア　クリーニング師試験の実施

　　　　　　試験委員会の開催　令和５年　７月　５日（水）（試験実施等に係る事項の決定）

　　　　　　　　　　　　　　　令和５年１１月２２日（水）（試験結果協議、合格基準決定）

　　　　　　試験日時　　　　　令和５年１０月２９日（日）（学科試験、鑑別試験及び技能試験）

　　 　　　　受験申込者数　　　　　　３５　人

　　　　　　合格者数　　　　　　　　１６　人

　　　イ　令和５年度クリーニング師免許関係処理件数

　　　　　　新規交付　　　　　　　　１７　件

　　　　　　再交付　　　　　　　　　　２　件

　　　　　　訂正交付　　　　　　　　　０　件

　　　　　　返納　　　　　　　　　　　０　件

○根拠法令　旅館業法・興行場法・クリーニング業法

２　理・美容関係指導監督事業

予算額　　３２７千円

決算額　　　３３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(1)　理・美容所の監視指導

　　　　理容所・美容所については、施設の衛生水準の維持向上のため、保健所により監視指導を実施した。なお、器具の消毒状況、免許従事者、管理理美容師の従事の状況について指導した。

　　　　令和５年度末施設数（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及

び東大阪市を除く。）　

理容所　　　　　１，７３９　施設

　　　　　　美容所　　　　　４，７９０　施設

(2)　理容師・美容師養成施設の指導等

　ア　養成施設の指導

　　　　　養成施設の適正な運営を図るため、養成施設の教育内容、設備、授業料その他の実態調査及び指導を行った。

　イ　養成施設の数（令和５年度末）

　　　　　理容師養成施設　　　　　　６　施設

美容師養成施設　　　　　２３　施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　理容師法、美容師法

３　公衆浴場許可指導監督事業等

予算額　　２，５２０千円

決算額　　１，９４６千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(1)　公衆浴場の監視指導

　　　　公衆浴場について、新規申請施設に対し許可を行った。併せて、施設の衛生水準の維持向上及びレジオネラ症の予防・拡大防止のため、保健所により監視指導を実施した。

また、浴槽水の水質検査を実施した。

　　

　　令和５年度末公衆浴場数（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市を除く。）

２０１ 施設

(2)　公衆浴場入浴料金の指定

　　　　公衆浴場入浴料金の指定について、物価統制令・同施行令に基づき都道府県知事が行うこととされている。令和５年度は公衆浴場入浴料金審議会を開催し、入浴料金を改定した。

　　　　ア　公衆浴場入浴料金審議会の実施

　　　　　　　開催日時　　令和５年７月１２日（水）

　　　　　　　　　　　　　令和５年８月　８日（火）

イ　公衆浴場入浴料金

	改定年月日
	令和５年８月２８日

	　大　　　人
	５２０円

	　中　　　人
	２００円

	　小　　　人
	１００円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　公衆浴場法・物価統制令　

４　公衆浴場対策事業

予算額　　 ０千円

決算額　 　０千円

一般公衆浴場を活性化させ浴場経営の安定化を図り、もって府民の入浴機会を確保するため、利子補給を行うこととしている。

 (1)　一般公衆浴場業利子補給

　　　　  対象者　　大阪府内の一般公衆浴場業を営む者

　　　　  　　　　　日本政策金融公庫から一般貸付の融資を受けている者

対象額　　支払い利息の１％を超える部分の額

　　　　  実績件数　０件

　　　　  融資機関　日本政策金融公庫
　　　　　創設年度　平成１４年度

５　生活衛生関係組合指導事業等

予算額　２７，５４６千円

決算額　２７，５４６千円

　　（特財　１３，７７３千円）

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律に基づき設立認可した(公財)大阪府生活衛生営業指導センター並びに生活衛生同業組合１７組合（本課所管７組合）に対して、自主的活動を促進し、経営の安定化及び業の振興と公衆衛生の向上を図るため、次のとおり事業を行った。

(1)　生活衛生指導助成事業補助

　　　　(公財)大阪府生活衛生営業指導センター運営事業補助金

　　　　　補助先　　(公財)大阪府生活衛生営業指導センター

　　　　　補助金　　２７，５４６，０００円

　　　　　国庫補助率　　１／２

　　　　　対象経費　　生活衛生営業経営指導員設置事業費

　　　　　　　　　　　　 生活衛生営業相談室運営事業費
　　　　　　　　　　　　 生活衛生営業経営特別相談員小企業等融資指導事業費

　　　　　　　　　　　　 分野調整等指導事業費

　　　　　　　　　　　　 地区生活衛生営業相談指導事業費

　　　　　　　　　　　　 税務相談等事業費

　　　　　　　　　　　　 生活衛生営業情報化整備事業費

　　　　　　　　　　　　 その他指導センターの運営に関する事業費

(2)　組合の現況（本課所管分）

　　　　　組　合　数　　 ７組合

　　　　　組合員数     ４，３７０名（令和５年度末）
(3)　生活衛生関係営業優良店舗の表彰（再掲：総務・企画グループ業務に記載あり）

　　　　　表彰年月日     令和５年１１月９日（木）

　　　表彰施設店舗数 ６業種　９４　施設

　　　　　　　　　　　　　　　　      ○根拠法令　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      旅館業法・公衆浴場法・興行場法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      理容師法・美容師法・クリーニング業法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律

６　国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業認定指導事務

予算額　　　　５５８千円

決算額　　　　２００千円

外国人をはじめとする観光、ビジネスなど多様な滞在ニーズに応え、より安心・快適な滞在環境を提供するため、国家戦略特別区域法に基づき、国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業の特定認定を行った。併せて、認定施設に適宜立ち入り、適切に事業が行われるよう監視・指導を行った。

(1) 特定認定業務

特定認定施設数　２４　施設（令和５年度末）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　国家戦略特別区域法　　

７　住宅宿泊事業届出指導事務

予算額　　６９９千円

決算額　　３２４千円

民泊サービスの適正な運営を確保しつつ、健全な民泊の普及を図ることを目的とした住宅宿泊事業法が平成３０年６月１５日から施行され、住宅宿泊事業の届出受理を行った。併せて、届出施設に適宜立ち入り、適切に事業が行われるよう監視・指導を行った。

(1) 届出受理業務
届出施設数　１６８　施設（令和５年度末）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　住宅宿泊事業法

８　社会福祉施設等レジオネラ症防止対策

「社会福祉施設等の入浴設備におけるレジオネラ症発生防止対策要領」及び「社会福祉施設等の入浴設備におけるレジオネラ症発生防止対策要領実施指導指針」に基づき指導啓発を実施するとともに、社会福祉施設への集団指導の場で維持管理に係る資料を配布し、啓発を行った。

９　公衆浴場事業者支援事業
予算額　　１０７，５４２千円

決算額　　１０６，６７３千円

　　（特財　１０６，６３２千円）

物価高騰の影響を受ける一般公衆浴場事業者の燃料費等について、事業者の負担軽減のため、高騰見合い分に対して支援を行った。

(1)　大阪府一般公衆浴場燃料費高騰対策支援金

　　　 支　給　額　　１０６，０２３，０００円

　　　　　支給施設数　　２２１　施設
　○根拠法令　大阪府一般公衆浴場燃料費高騰対策支援金支給規則

生 活 衛 生 グ ル ー プ
（施設）

１　墓地埋葬施設、化製場等施設、産汚物取扱業者指導監督事業

予算額　　５１６千円

決算額　　　２２千円

(1)　墓地埋葬等に関する業務

墓地、納骨堂、火葬場について、公衆衛生上の見地からはもとより、都市計画及び住民の宗教的感情も考慮する必要があることから、関係機関と十分連携を保ち、実態把握に努めるとともに許可業務等を行った。
なお、平成２４年４月１日から、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」に基づき、許可等指導権限が市に移譲され、所管地域は府内町村域となった（忠岡町は大阪版地方分権制度に基づき権限移譲済み）。
　　　 令和５年度末施設数
　　　　 　墓  地      　　  ５３３　施設

　　　　　 納骨堂              １３　施設
　　　　　 火葬場　  　        ２７　施設

（忠岡町を除く町村域）

(2)  化製場等に関する業務
化製場及び動物飼養場について、新規申請施設に対し、許可を行い、各保健所により環境衛生上

の問題が生じないように監視指導を行った。
　　　 令和５年度末施設数

 化製場　　　 　       ３　施設

動物飼養場　      ３１１  施設

（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市を除く）

(3)  産汚物等に関する業務
産汚物等について、その収集及び処分等が公衆衛生上支障なく行われるよう指導監督を行った。

　　　 令和５年度末業者数
　　　　　 産汚物等処理業　　  　９　業者
　　　　　 産汚物等取扱業　　  ２４　業者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          ○根拠法令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　墓地、埋葬等に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府墓地、埋葬等に関する法律施行条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            化製場等に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            大阪府化製場等に関する法律施行条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            大阪府産汚物等取締条例

２　住居衛生対策事業

　（ねずみ衛生害虫対策事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　予算額・決算額　総務・企画グループ

２　住居衛生対策事業に一括計上

(1)  ゴキブリ、ねずみ駆除運動の実施
ゴキブリ、ねずみ族の駆除指導を効果的に行うため、６月をゴキブリ駆除強調月間、また、１月

中旬から２月末までを総合ねずみ駆除運動期間と定めて、ポスターを配布し、積極的な駆除活動が行われるよう支援対策を実施した。

(2)  ねずみ、衛生害虫等被害発生状況及びアタマジラミ・コロモジラミ被害発生状況調査の実施
府内の被害発生状況（苦情相談等）を昭和５７年度から継続して調査している。

(3)  セアカゴケグモへの対応

平成１９年度より７月中旬から８月末までをセアカゴケグモ等対策月間と定め、ポスターを配布

し、積極的な駆除活動が行われるよう支援対策を実施している。

咬傷被害は、これまで９９件発生している。平成１８年度から増加傾向となったが、令和３年度から令和５年度は発生しなかった（過去最多は、平成２１年度の１４件）。

咬傷被害発生時の対応として、血清を配備している大阪急性期・総合医療センターとの調整及び当該市と協力して現場の駆除処理並びに周辺住民への重点的啓発を実施している。

(4)  衛生害虫検索システムの構築

衛生害虫の専門的な種別が的確に行えると共に、保健所においてよくある問い合わせに迅速に対応するための検索システムを構築し、環境衛生課のホームページに掲載している。

(5)　蚊が媒介する感染症対策の実施

○　感染症媒介蚊サーベイランスの実施

　　　 　蚊媒介感染症（ウエストナイル熱、デング熱、ジカウイルス感染症、チクングニア熱、日本脳

炎）のまん延防止対策の一環として、医療対策課と連携してウイルスを媒介する蚊のサーベイランスを実施し、その結果を報道提供するとともに、環境衛生課のホームページにも掲載し、広く府民への情報提供を行った。

実施期間：令和５年６月２７日（火）から１０月１８日（水）

実施場所：大阪府９保健所１２地点

実施回数：計８回

ウイルス検査結果：未検出（雌のみを場所別・種類別に検査実施）

○根拠法令　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

３　遊泳場に関する業務

予算額・決算額　生活衛生グループ（営業）

１　環境衛生営業関係等指導監督事業に一括計上

(1)  遊泳場開設許可業務

海水浴場及びプールについて、新規申請施設に対し許可を行った。

併せて、衛生基準の遵守及び安全の確保を徹底させるため、各保健所により再開前検査や現場立

入を行うなど、監視指導を実施した。

令和５年度許可廃止件数　　　　　　  　　  令和５年度末現在施設数
	
	許可
	廃止
	
	海水浴場
	　　０
	

	海水浴場
	　３
	　３
	
	プール
	夏期
	１１５
	

	プール
	夏期
	　２
	　１
	
	
	通年
	２６２
	

	
	通年
	　５
	　６
	
	
	計
	３７７
	

	
	計
	　７
	　７
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　大阪府遊泳場条例
４　温泉に関する業務

予算額・決算額　生活衛生グループ（営業）　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　環境衛生営業関係等指導監督事業に一括計上

　(1)  温泉掘削、動力装置許可業務

「温泉法」に基づき、温泉掘削、動力装置の許可申請について、大阪府環境審議会温泉部会を開催して意見を求め、許可処分等を行った。

また、温泉利用許可施設については当該施設の管理者等に対して温泉利用状況報告を求めるとともに、監視指導を行った。

　　　 令和５年度許可件数等

温泉掘削　　　　　　　              １  件

　　　　　 温泉動力装置許可　              　　２  件

　　　　　 可燃性天然ガス濃度確認申請　        １  件
温泉採取許可申請　              　　１  件
温泉利用許可　              　　　　２  件

温泉成分分析機関登録                ０　件

　　　　　 審議会温泉部会開催数　              ２  回：令和５年８月３１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和６年２月２０日

　　　　 　

令和５年度末現在源泉数

　 　浴用又は飲用分　　　　　　　　　１７４　施設

　　 他目的利用　　　　　　　　　　　　　１　施設
○根拠法令　温泉法、大阪府環境審議会条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
